
2A01 科学技術政策目標の 体系化の試み 

0 丹羽富士 雄 ( 政策研究大学院大 ), 川崎雅弘 ( 日本科学技術振興財団 ) 

1. はじめに 

1995 年 11 月に科学技術基本法が 成立し、 それに基づいて 翌 1996 年 7 月に科学技術基本計画が 策定された。 基本 

計画では以後 5 年間 (1996 年から 2000 年まで ) に、 政府支出の科学技術関係費を 倍増すべく、 17 兆円を支出すること 

がう たわれている。 このような大胆な 目標の提示、 特にその数量的な 提示は従来の 科学技術政策には 類を見ないもの 

であ り、 高く評価されるべきであ る。 一方、 基本計画には 様々な問題点が 指摘される。 それは科学技術政策の 目標をど 

のように実現していくかとレウ 政策目標の体系が 明示的でないこと、 重点分野が列挙されていないこと、 等であ る。 日本 

工学アカデミーはこのような 論点を含めて、 科学技術基本計画に 意見妻を提出した。 この疑問に自ら 応えるため、 日本 

工学アカデミ 一の政策委員会 ( 以下、 委員会と 略 す ) は本研究を実施した。 

研究の目的は 科学技術政策目標の 体系化を試行することにあ るが、 この目的達成のための 検討過程、 用いた手法、 

試行の過程で 得られた経験等は、 今後の科学技術政策の 策定に役立っと 考える。 この点に関して 識者の忌 揮 のない 

意見を乞 う ものであ る。 なお、 本稿は研究実施の 事務方を務めた 者 ( 丹羽 ) と当時の委員長 ( 川崎 ) が委員会を代表して 

まとめた。 

2. 科学技術政策目標の 体系 ィヒ 

委員会でまとめた 科学技術政策目標の 体系を図 1 に示す。 言 う までもなくこの 体系は試行の 結果であ り、 例示であ る。 

体系は左から 右へ、 「大目標」、 「 中 目標」、 「小目標」、 「目標を実現する 手段 例 」及び「貢献する 科学技術 群 」から構成 

されている。 いずれの項目もその 直ぐ左側にあ る項目とは、 左側の項目の 内容をより具体化したもの、 そしてそこに 掲げ 

られた目標を 達成するための 手段、 という関係にあ る。 したがって、 体系図は左側の 大目標を達成するめの 目標一手段 

の構造図とみなせる。 

大目標とは、 科学技術政策の 最終的な目標であ る。 何のための科学技術かあ るいは何のために 科学技術を推進する 

のかという問いに 対する回答であ る。 体系では図に 示す よう に 、 

(1) 国民の豊かで 潤いのあ る生活を維持し、 拡大する。 

(2) 国の安定的な 存続と安全保障を 図る。 

(3) 地球環境問題の 解決に貢献する。 

(4) 人類の知的資産の 拡充に貢献する。 という 4 つの大目標から 構成されている。 

各大目標 ( 第 3 大目標の地球環境問題の 解決に貢献するを 除いて ) はいく っ かの中目標から 構成されている。 それら 

は各大目標をより 具体的に展開した ( プレーク・ダウン ) ものであ る。 小目標は各中目標をさらに 具体的に展開したもの 

であ る。 目標を実現する 手段 側 は各小目標を 実現するために 有効と考えられる 手段を例示したものであ る。 しかし、 こ 

れにも小目標の 内容を展開した 具体例という 性格があ る。 一つの手段が 複数の目標に 貢献することは 多い。 そのような 

可能性が強 い 場合は 、 図では縦線で 複数の小目標 ( 正確には小目標の 内容 ) と手段 何 とを結んでいろ。 

右端にあ るのは科学技術 群 という項目であ る。 この項目 名 自身委員会が 用いたものであ り、 具体的な目標を 達成する 

ために必要な 複数の科学技術の 組み合わせとレラ 意味で用いている。 従って、 普通に使用される 科学技術分野 名 でな 

レ ものが多い。 この命名法こそが 科学技術政策目標の 体系化の大きな 結論の一つと 考えられる   

さらに、 一国の科学技術の 政策体系では 目標と手段が 樹 状 に整然と並ぶことほ 稀であ る。 あ る目標が樹林系を 越え 
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2. 国の安定的な 存続 

と安全保障を 図る 

国士の保全と 安定に努 国士を監視し、 保全する 

める 

世界の平和に 寄与する 国際紛争の平和的解決に 貢献する 一 

国際社会で名誉あ る 地 尊敬される学術・ 文化を作り出す 一一一 

位を確保する 国際社会に貢献する 

国際交流を宙に 広くする 

地球環境を継続的に 調査、 監視する一 

3. 地球環境問題の 解 地球環境の保全に 努める 

決 に貢献する 地球環境保全の 国際協力に貢献する 一一 

4. 人類の知的資産の 新しい知識の 創造に努 

拡充に貢献する める 

人類共通の未知解明に 挑戦する 一 
固有文化・知的資産を 維持・拡充する 

知的文化の産業化に 努める 
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目標を達成する 手段 例 科学技術 群 

  新産業を創出する 新産業創出科学技術 群 
既存産業を活性化する 既存産業活性化科学技術 群 
経済産業基盤を 整備し高度化する 産業基盤再度化科学技術 群 
科学的管理手法を 高度化する 

  
食料を確保する 

エネルギー源を 開発し、 確保する 食料確保科学技術 群 

資源を確保し、 維持する エネルギー高度利用科学技術 群 
資源・ ェ ネルギ一の備蓄に 努める 資源循環利用科学技術 群 
省資源・省エネルギ 一に努める 

リサイクルに 努める 

生活基盤充足科学技術 群 

福祉高度化科学技術 群   

自然災害対策科学技術 群 

交通事故や労働災害等の 社会災害を防止、 低減させる   社会災害対策科学技術 群 

疾病を予防し、 克服する 健康維持・増進科学技術 群 
食品添加物等に よ る健康被害を 防止する 安全性向上科学技術 群 

  
  環境汚染を防止し、 回復させる 環境保全科学技術 群 

生物種の多様性を 確保する 自然親和科学技術 群 

自然と親しめる 場を整備する 

教育高度化科学技術 群 

情報・通信基盤を 維持、 改善する       を見直し、 改善する 

自己実現支援科学技術 群 

浩文化基盤を 維持、 整備する 文化基盤整備科学技術 群 

化の保存ト修復、 復元に努める 

  報網 を揺 偏 し、 測定し、 データベースを 整備する 

際 監視システムを 構築する 国土保全科学技術 群 
土を保全し、 改造する 

国際平和貢献科学技術 群 

際 協調体制を確立する ( アジアネットワーク 等 ) 国際化促進科学技術 群   

  現 体制を充実し、 関連科学技術を 開発する 地球環境保全科学技術 群 

球 環境の保全に 資する科学技術を 開発する { 環境保全科学技術 群 ) 

好奇心 馳功型 研究を推進する     @@1 研究開発環境を 整備する 知的資産拡充科学技術 群 
創造的人材を 育成し、 確保する 
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て 別の目標の手段になり、 あ る手段が複数の 目標の手段になり、 あ るいは手段と 目標がネットワーク 状にっながる、 とい 

うことは稀ではない。 本体系ではなるべく 簡潔にすることを 考えたので、 そのような例は 少ない。 その ょう な何として「人類 

の 知的資産の拡充に 貢献するⅠという 第 4 の大目標や「環境保全科学技術 群 」があ る。 

先に述べた よう に紹介した体系は 試行の結果であ る。 委員会における 度重なる検討の 結果を体系としてとりまとめたも 

のの、 検討経過を通じて、 委員の合意が 深まると同時に、 対立点も明確になっていった。 それは科学技術政策をどのよ 

うに考えるかという 哲学とどのような 目的を達成すべきかという 価値観に基づくものであ る。 そこで、 以下に委員会が 行っ 

た 体系化の性格を 明らかにする。 

(1) 体系化は目標展開型であ る。 

体系化、 就中大目標から 展開によって 手段系に至る 方法論の採用には 合意が得られた。 その有効性については、 

必ずしも完全な 満足が得られたかは 疑問とするところであ るが、 この ょう な手法 (Me 血 odoI0 穿 ) が科学技術政策あ る 

ぃは 科学技術政策に 限らず政策一般の 体系化に有効であ ること、 他に有効な手法が 見つからないこと、 について 

は合意が得られた。 なお、 このような体系 ィヒ は他に ( 国内のみならず 諸外国においても ) 類を見ない試行であ ると 居 、 

われる。 

なによりも先鋭な 目的意識に従って、 あ るいは作業過程において 目的意識が明確になりあ るいは修正されていくこと 

により、 構造化・体系化が 進められていったことは、 結果であ る体系図そのものより 重要であ ると考えられる。 目的志 

向の体系化が 既存の諸制度と 強く背馳する 点は、 下位目標のすべてのレベルにおいて、 目標達成及びその 手段 

系 が領域あ るいは分野超越的になったことであ る。 即ち、 従来のような 単独の省庁や 単独の学問分野で 解決できる 

課題はほんどなく、 緊密な協力あ るいは融合的な 対処が不可欠であ り、 従来型の縦割り 行政や排他的専門分野に 

よる対処では 課題を効果的に 解決することは 困難であ ることが明らかになった。 

(2) 体系は 5 層構造であ る。 

体系を構成する 層が、 「大目標」、 「 中 目標」、 Ⅱ、 目標」、 「目標を実現する 手段 例 」及び「科学技術 群 」という 5 層構 

造になることには 合意が得られた。 しかし、 各層の具体的な 名称については 異論があ る。 

(3)4 つの大目標は 個から歴史へ 至る対象の大きさの 順になっている。 

大目標の分類あ るいは配置に 当たっては、 「性質の相違」とし ラ 基準を採用している。 具体的には、 「個人あ るいは 

集団の目標」、 「国の目標」、 「地球レベルの 目標」及び「歴史的視点の 目標」というよ う に 、 小さいものから 大きなもの 

へと並べてあ る。 これらは各委員の 意見をまとめて、 いわば平均的な 意見が体系になっている。 と 言 う ことは平均的 

な 意見は誰の意見でもないという 性格を持たざるを 得ない。 したがって、 大目標以外については 例示であ り、 項目の 

立て方や表現については 様々な異論があ る。 

(4) 目標は樹 状 構造をしている。 

第 1 大目標では下位の 目標が多数示されている。 先述のようにこれは 委員の意見をまとめたものであ り、 委員からそ 

のような意見が 多数寄せられた 結果に過ぎない。 しかし、 このように大目標から 展開される下位目標の 数の多寡も優 

先度の度合いを 暗示してしまう。 

は ) 環境保全目標には 二面性があ る。 

本体系においては、 環境保全を地域と 地球とに二分している。 科学技術政策を 考えると、 身近な環境問題に 対処す 

ることと地球規模の 環境問題に対処することとは、 対処の考え方や 方策において 異なるものと 考えたからであ る。 し 

かし、 委員の中にもそのような 二分法にこそ 問題があ り、 身近な環境の 保全も地球規模の 環境問題もその 問題の本 

質 に変わりはなく、 人々の意識改革や 連帯を含めて 包括的に解決すべきであ るとレラ意見があ った。 このような意見 

を 採用すれば、 包括的な環境問題の 解決が大目標の 一 つ になる可能性があ るなど、 環境の部分が 大きく変わること 

は間違いない。 
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3. 科学技術政策目標の 体系化に向けての 提言 

委員会は掲示した 体系が今後の 戦略的優先分野選定の 基礎となることを 期待する。 そして、 この検討過程で 得られ 

た 様々な所見を 以下に提言としてまとめた。 

(1) 科学技術政策の 目標を体系化するべきであ る。 

体系図は「大目標 J 、 「 中 目標」、 Ⅱ、 目標」、 「目標を達成する 手段 例 」及 び 「科学技術 群 」の 5 つの階層で構成され 

ている。 これと同じ階層構造であ る必要はなし 汚のの、 科学技術政策の 目標を体系化するべきであ る。 個別分野の 

政策を立案する 除には国の全体政策の 目標体系に配慮し、 見直し、 あ るいは再構築する 作業が必要になる。 我が 

国の場合そのような 全体的な目標体系がないので、 科学技術政策の 体系を構築するためには 国の目標体系を 自 

ら 新たに構築するか、 付 度しなければならない。 

(2) 目標展開型アプローチを 随所で検討するべきであ る。 

委員会では科学技術政策目標の 体系化を目指す 方法として、 従来のどちらかといえば 積み上げ方式と 呼べるアプ 

ローチを採らずに、 国の政策目的から 出発する目的展開型のアプローチを 試みた。 目的展開型の 手法は、 それを 

経験した人に 大きな知的刺激を 与えるのみならず、 目的志向が高まり、 目的の中身が 実質化、 高度化し、 目的達 

成の意欲を高めるものと 思われる。 また、 人が違えばその 価値観の相違によって 当然異なった 体系があ り得ると用、 

われるが、 その異同を論ずることには 別の価値があ り、 その体験を共有すれば 結果の相違を 越えた合意が 得られよ 

ブ ノ 

(3) 問題解決に向けて 必要な科学技術を 動員すべきであ る。 

科学技術群は 問題解決の視点から 命名したものであ る。 従って、 従来のディシプリン 志向型の命名とは 大きく異な 

るものがあ る。 例えば、 国際平和貢献科学技術群や 国際化促進科学技術 群は ついてはその 具体的内容について 

疑問を呈する 人は多いであ ろう。 しかし、 前者では、 小は地雷探知，処理技術から 大は外交政策におけるまで、 我 

が 国が真に国際平和にどのように 貢献すべきであ るかを考えるならば、 対応する科学技術には 枚挙に暇がなりと 

思われる。 各科学技術 群 には様々な科学技術が 動員されることは 言 う までもない。 課題解決には 必要な専門的知 

見を結集すべきだからであ る。 その一方で、 本科学技術 群 には例えば情報通信工学 (ICT) のような非常に 重要と 

思われる科学技術分野が 明示されていない。 しかし、 情報通信工学はほとんど 全ての科学技術 群 に重要な科学 あ 

るぃ は技術として 含まれている。 

(4) 目標はできれば 定量的に示すべきであ る。 

科学技術基本計画が 評価されている 理由の一 つは 5 年間で 17 兆円という数値目標を 明示したことであ る。 過去に 

は第 11 号答申において 研究開発費の 対 GNP 比を 3% とした例があ るだけであ る。 このように数値で 目標を明示す 

ることは重要であ る。 どの程度目標が 達成されたかが 明らかになるからであ る。 一方、 計量的表現には 慎重な配慮 

が必要であ る。 実態的に目標達成を 表現できる よう に適切な指標を 選ばなければならない。 

は ) 戦略 ィ 比しそれを明解なメッセージにするべきであ る。 

体系化と戦略思考とは 車の両輪のような 関係にあ ると思われる。 なぜなら科学技術政策目標の 体系ィヒはなるべく 広 

徒 に科学技術分野や 国民の価値観を 網羅して汲み 上げようとするために、 全体的に濃淡の 薄い平板なものになり 

勝ちであ る。 しかし、 資金や人材など 利用できる資源には 制約があ り、 体系化した後では 何を重視するかを 明らか 

にする必要があ る。 それには自国の 科学技術の目標に 濃淡を付け、 他国の科学技術の 強さを推し量り、 分野別に 

競合する彼我の 科学技術力を 比較し、 さらに協力関係構築の 可能性を探るなどが 必要となる。 

(6) 人文・社会科学と 融合するべきであ る。 

目的解決に貢献できる 科学技術は自然科学だけではない。 多くの人文・ 社会科学の貢献が 必要であ る。 目的達成 

や 課題解決を志向するならば、 自然科学と人文・ 社会科学との 融合は必要不可欠と 考えられる。 新しく設置される 

総合科学技術会議は 人文・社会科学をも 政策対象にするとのことであ るが、 単に人文・社会科学系を 併せて検討 
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4. 今後の展開 

できあ がった政策体系を 墓に今後様々な 展開が考えられる。 あ るいはその ょう な展開がなければ、 体系化の意味は 大 

きく減じるであ ろう。 以下にどのような 進展が考えられるか 列挙する。 

(1) 科学技術分野の 重要度の重み 付けを行 う 。 

(2) 科学技術振興の 方策 ( アプローチ ) を検討する。 

(3) 戦略目標を設定する。 

5. おわりに 

科学技術政策目標の 体系化の作業がどのような 性格のものであ るかを要約する。 

(1) 政策のコンテンツ ( ㏄ n め ntS) に関する包括的な 体系 (sys 構 m) 化であ る。 

(2) 縦横無尽型の 論議が要求される。 

(3) 参加型システム 手法が効果を 発揮できる。 

(4) 多様な専門家の 参加が必要であ る。 
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